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昨
年
５
月
、
有
識
者
ら
で
組
織

す
る
民
間
研
究
機
関
「
日
本
創
生

会
議
」
は
、
こ
の
ま
ま
人
口
減
少

が
続
け
ば
、
平
成
52
年
（
２
０
４

０
）
に
、
全
国
の
市
町
村
の
約
半

数
に
当
た
る
８
９
６
の
市
町
村
が

消
滅
す
る
可
能
性
が
あ
る
と
い
う

レ
ポ
ー
ト
を
発
表
し
ま
し
た
。

　

こ
れ
を
受
け
、
全
国
各
地
で
人

口
減
少
に
歯
止
め
を
か
け
る
た
め

人
口
減
少
な
ど
へ
の
対
策

「
白
河
市
み
ら
い
創
造

総
合
戦
略
」

「
白
河
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」

の
地
方
創
生
が
熱
く
議
論
さ
れ
て

い
ま
す
。

　

人
口
減
少
は
今
に
始
ま
っ
た
も

の
で
は
な
く
、
過
剰
に
反
応
す
る

必
要
は
あ
り
ま
せ
ん
が
、
社
会
保

障
や
都
市
基
盤
の
在
り
方
な
ど
多

方
面
に
影
響
を
及
ぼ
す
た
め
、
確

か
な
デ
ー
タ
に
基
づ
く
、
的
確
な

対
策
が
必
要
と
な
り
ま
す
。

　

そ
の
た
め
市
で
は
、
10
月
28
日

に
、
本
市
の
人
口
の
現
状
と
今
後

の
推
移
な
ど
を
示
し
た
「
白
河
市

　

本
市
の
人
口
の
現
状
を
分
析
し
、

今
後
の
対
策
と
目
指
す
べ
き
将
来

の
方
向
や
展
望
を
示
し
た
も
の
で
、

効
果
的
な
施
策
を
作
る
う
え
で
重

要
な
基
礎
と
な
り
ま
す
。

《人口の現状》
●本市の人口は、平成12年（2000）の66,048人をピークに減少傾
向にあります。

《主な要因》
▷15歳から24歳までの世代が、東京方面へ進学や就職で転出するな
ど、転出数が転入数を上回っています。

▷老年人口（65歳以上）の増加による死亡数の増加や、生産年齢人
口（15～64歳）の減少と合計特殊出生率※の低下により、死亡数
が出生数を上回っています。

※合計特殊出生率とは、15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したも
ので、１人の女性が一生の間に生む子どもの数に相当します。

（「白河市人口ビジョン」より）

《人口の将来展望》
●現在の傾向が今後も続いた場合、本市の人口は、平成52年（2040）
に52,000人程度、平成72年（2060）に40,000人程度となるこ
とが予測されます（グラフ①）。
●７月に実施した市民アンケート調査内の「理想とする子どもの数」
等から希望出生率を算出すると2.08でした。そのため市では、現
在1.55である合計特殊出生率を、平成42年（2030）に2.08へ上
昇させることなどによって、平成72年（2060）に52,000人程度
の人口を維持したいと考えています（グラフ②）。

　

「
白
河
市
人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
を

踏
ま
え
、
市
内
の
若
手
経
営
者
や

金
融
機
関
の
職
員
、
子
育
て
関
係

者
、
行
政
な
ど
で
組
織
し
た
市
民

ワ
ー
キ
ン
グ
グ
ル
ー
プ
等
の
意
見

を
反
映
し
、
本
市
の
創
生
に
向
け

た
今
後
５
か
年
の
目
標
や
具
体
的

な
施
策
等
を
ま
と
め
た
も
の
が
、

「
白
河
市
み
ら
い
創
造
総
合
戦

略
」
で
す
。

　

地
方
創
生
に
は
地
域
の
担
い
手

と
な
る
「
ひ
と
」
と
、
生
活
を
支

え
る
「
し
ご
と
」
の
確
保
が
最
も

重
要
で
す
。

　

こ
の
こ
と
か
ら
、
本
市
の
総
合

戦
略
で
は
、
安
定
し
た
雇
用
を
確

保
す
る
た
め
、
企
業
誘
致
を
含
め

た
地
域
産
業
全
体
の
底
上
げ
を
行

う
と
と
も
に
、
地
域
に
愛
着
と
誇

り
を
持
っ
た
人
材
の
育
成
と
市

民
主
体
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
、

人
々
が
安
心
し
て
生
活
し
、
子
ど

も
を
生
み

育
て
ら
れ

る
社
会
環

境
を
整
え

て
い
き
ま

す
。

▲市民ワーキンググループの様子

●本市で暮らす全ての方、特に若者や女性が安心して働くことができる魅力ある雇用を創出します。

●家族構成の変化や共働きの増加など、多様化するライフスタイルに対応することで、若い世代の結婚・
出産・子育ての希望をかなえます。

●本市の知名度・認知度アップや観光振興による交流人口の増加を図ります。
●大都市（特に首都圏）に在住する移住希望者等に対し本市の魅力を積極的に発信することで、本市への
新しいひとの流れをつくります。

（１）地域企業への支援強化と企業誘致の推進
（２）若者の地元定着の推進
（３）白河の強みを発揮した新たな産業の創出
（４）農業の魅力向上による雇用の場の創出

（１）若者のニーズに応じた婚活支援
（２）出産・子育てしやすい環境の整備
（３）社会を生き抜く力を育む教育の充実

（１）地域資源を活用した観光の振興
（２）移住・定住の促進
（３）戦略的なシティプロモーションの展開
（４）市民協働の推進と外部人材の積極活用

《成果目標》

《成果目標》

《成果目標》

《具体的な施策》

《具体的な施策》

《具体的な施策》

基準値基準値 目標値（平成31年）目標値（平成31年）
管内正社員有効求人倍率管内正社員有効求人倍率 0.78倍0.78倍 　　　1.00倍　　　1.00倍
総事業所数（累計）総事業所数（累計） 1,572件1,572件 　　　1,572件　　　1,572件
農業法人数（累計）農業法人数（累計）  17法人 17法人 　　　27法人　　　27法人

基準値基準値 目標値（平成31年）目標値（平成31年）
年間婚姻数年間婚姻数 322件322件 　　322件　　322件
合計特殊出生率合計特殊出生率    1.55   1.55 　　　1.81　　　1.81
年間出生数年間出生数   485人  485人 　　532人　　532人

基準値基準値 目標値（平成31年）目標値（平成31年）
現住人口（9.1現在）現住人口（9.1現在） 62,419人62,419人 62,320人62,320人
観光客入込数（主要観光施設）観光客入込数（主要観光施設） 658,000人658,000人 　783,000人　783,000人
地域ブランド調査魅力度全国ランキング地域ブランド調査魅力度全国ランキング 308位308位 　 250位以内　 250位以内

■「白河市みらい創造総合戦略」の基本目標 ■「人口の推移と今後の見通し」

人
口
ビ
ジ
ョ
ン
」
と
、
人
口
減
少

対
策
に
関
す
る
基
本
目
標
等
を

ま
と
め
た
「
白
河
市
み
ら
い
創
造

総
合
戦
略
」
を
策
定
し
ま
し
た
。

白河市の白河市の

地方創生地方創生

Ⅰ．安定した雇用をつくる

　Ⅱ．若い世代の結婚・出産・子育ての希望をかなえる

Ⅲ．新しいひとの流れをつくる
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　市では、地方創生に向け、「白河市人口ビジョン」と「白河市みらい創造総合戦略」を策定しました。
　今月号では、その概要などを紹介します。
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